
（単位：千円）

28,628,415 10,600,956

現 金 預 金 164,176 1,672,255

リ ー ス 債 権 720,143 2,700,000

リ ー ス 投 資 資 産 20,051,174 5,383,640

割 賦 債 権 7,737,321 10,870

未 収 リ ー ス 料 52,008 53,910

前 払 費 用 60,833 618,199

そ の 他 107,258 100,040

貸 倒 引 当 金 △ 264,501 11,271

1,291,025 50,768

509,077 10,118,728

リ ー ス 賃 貸 資 産 168,616 10,075,600

建 物 43,237 2,344

建 物 附 属 設 備 7,017 7,450

器 具 備 品 5,599 33,070

土 地 279,431 264

リ ー ス 賃 借 資 産 5,175

そ の 他 0 20,719,685

30,630

ソ フ ト ウ ェ ア 4,828 （純資産の部） 9,013,148

リ ー ス 賃 借 資 産 7,303 60,000

そ の 他 18,497 8,953,148

751,317 15,000

投 資 有 価 証 券 406,135 8,938,148

関 係 会 社 株 式 40,500 別 途 積 立 金 8,200,000

破 産 更 生 債 権 等 67,657 繰 越 利 益 剰 余 金 738,148

繰 延 税 金 資 産 236,184 186,607

そ の 他 68,497 186,607

貸 倒 引 当 金 △ 67,657 9,199,756

29,919,441 29,919,441

固 定 資 産

流 動 資 産

有 形 固 定 資 産

（資産の部）

リ ー ス 債 務

1年内返済予定長期借入金

短 期 借 入 金

（負債の部）

前 受 リ ー ス 料

流 動 負 債

負 債 の 部 合 計

買 掛 金

未 払 法 人 税 等

賞 与 引 当 金

固 定 負 債

割 賦 未 実 現 利 益

そ の 他

退 職 給 付 引 当 金

リ ー ス 債 務

そ の 他

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

長 期 借 入 金

負 債 ・ 純 資 産 の 部 合 計資 産 の 部 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

そ の 他 利 益 剰 余 金

無 形 固 定 資 産

評 価 ・ 換 算 差 額 等

その他有価証券評価差額金

純 資 産 の 部 合 計

（純資産の部）

株 主 資 本

資 本 金

利 益 準 備 金

利 益 剰 余 金

第51期　決算公告

貸借対照表（2026年3月31日現在）

大 分 県 大 分 市 中 央 町 2 丁 目 9 番 22 号

大 分 リ ー ス 株 式 会 社

代 表 取 締 役 武 島 正 幸

金　　額科　　目 金　　額 科　　目

2026年6月23日



 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定） 

市場価格のない株式等 

移動平均法による原価法 

（２）固定資産の減価償却の方法 

リース賃貸資産 

リース契約期間を償却年数とし、リース契約期間満了時の見積処分価額を残存価額

とする定額法のほか、リース賃貸資産の見積処分損失額を減価償却費として計上し

ております。 

その他の有形固定資産 

定率法(ただし、1998 年４月１日以降に取得した建物(附属設備を除く)並びに 2016

年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法)を採用して

おります。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物       38 年 

建物附属設備  ８年～15 年 

器具備品    ５年～15 年 

その他の無形固定資産 

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内にお

ける利用可能期間(５年)に基づいて償却しております。 

リース賃借資産 

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース賃借資産 

  自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっております。 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース賃借資産 

リース契約期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

（３）引当金の計上基準 

貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等の特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を

計上しております。 

賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

退職給付引当金 

従業員の退職金の支給に備えるため、当事業年度末における退職給付債務見込額に

基づき、必要額を計上しております。 

役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員の退職慰労金支給内規に基づく期末要

支給額を計上しております。 

（４）収益費用の計上基準 

ファイナンス・リース取引に係る売上高及び売上原価の計上基準 

リース料を収受すべき時に売上高及び売上原価を計上する方法によっております。 

割賦販売取引の会計処理方法 

割賦販売取引は商品の引渡時に、その契約高の金額を割賦債権に計上し、割賦販売

契約による支払日を基準として当該経過期間に対応する割賦売上高及び割賦原価を

計上しております。 

なお、期日未到来の割賦債権に対応する割賦未実現利益は、繰延処理して流動負債

に計上しております。 

 



 

２．会計上の見積りに関する注記 

会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、

翌事業年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。 

貸倒引当金                   332,158 千円 

３．貸借対照表に関する注記 

（１）有形固定資産の減価償却累計額            285,262 千円 

（２）未経過リース期間にかかわるオペレーティング・リース契約債権 

313,613 千円 

（３）1年を超えて入金期日の到来する営業債権等 

     リース債権                   534,919 千円 

リース投資資産                15,844,294 千円 

割賦債権                   4,538,157 千円 

未経過リース期間にかかわるオペレーティング・リース契約債権 

                              40,614 千円   

計             20,957,985 千円 

（４）関係会社に対する金銭債権及び債務 

短期金銭債権                  374,651 千円 

短期金銭債務                 5,989,200 千円 

長期金銭債務                 7,380,600 千円 

４．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

    繰延税金資産の主な発生要因は、割賦未実現利益及び貸倒引当金であります。 

５．関連当事者との取引に関する注記 

親会社及び法人主要株主等 

属性 
会社等 

の名称 
所在地 

資本金 

(百万円) 

事業の 

内容 

議決権等

の被所有

割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 役員の 

兼任等 

事業上 

の関係 

親会社 
㈱大分 

銀行 

大分市 

府内町 
19,598 銀行業 

直接 

100.0％ 

兼任 

3 名 

事業 

資金の

借入 

短期事業 

資金の借入

(注) 

 

16,520,000 

 

短期 

借入金 
2,500,000 

長期事業 

資金の借入

(注) 

4,600,000 

1 年以内 

返済予定 

長期借入金 

3,489,200 

長期 

借入金 
7,380,600 

（注）短期事業資金の借入及び長期事業資金の借入の利率は一般市中金利と同水準となっております。 

６．１株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額                76,664 円  63 銭 

１株当たり当期純利益                2,540 円  76 銭 


